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1 経済面では「送金の増大」があり、移民送り出しの家族にとっては、送金を、前提に生
計を営んでいる。また、送金が送り出し国の生活基盤の拡充など「社会的インフラ構





































ッセルドルフへの赴任の夫に伴い駐在した配偶者 19 人（内、帰国者 6 人）、並びに日本
人関連組織団体や日系不動産経営者など合計 12 人、デュッセルドルフ在住のドイツ人


















った自己の意味に一貫性をあたえ全体を構成する」と捉える（桜井 2012: 38）。 
その意味でインタビュー・データとしての「語り」は「過去の出来事や語り手の経験
したことというより、インタビューの場で語り手とインタビュアーの両方の関心から構













式で（ただし帰国者の JD さん、JE さん、JF さんは 3 人のグループインタビュー）行




































が入り込む（桜井 2002: 174）。この点も認識する必要がある。 















排除など」を読み取ることができる（桜井 2012: 99-100）。 
また、「自己と社会」の関係性を解釈する場合には、「語りの様式」に留意する必要が





















































が英国に次いで 2 番目に多く（東洋経済 2017）、多くの日本企業がデュッセルドルフに
進出している。また、当市には、ドイツ国内最多の 7,391 人の日本人が住み、そのうち
長期滞在者は 6,261 人で全体の 84％2（外務省領事局 2016 年）を占め、多くが民間企業
派遣者である。デュッセルドルフには、戦後から形成され今も続く日本人エクスパトリ
エイト・コミュニティがあり、その特性を見ていく上で多くの示唆を得られると考える。 
また、筆者は夫の赴任に伴い、デュッセルドルフに 2000 年から 2010 年まで家族で生










                                                     
2 外務省領事局政策課 2016 年 10 月 1 日 




団体など 12 人、デュッセルドルフ在住ドイツ人 2 人、ドイツ永住日本人 1 人の合計 34










シュに在住している駐在員配偶者 13 人には 2015 年から 2018 年、帰国した「駐在員配
偶者」（2004 年から 2017 年の間に帰国）6 人には 2016 年から 2018 年にインタビューを
行った。また、デュッセルドルフ滞在中に 2 回インタビューを行った D さんは、2017
年本帰国になり、日本にて 3 回目のインタビューをお願いした。調査協力者の年齢はイ
ンタビュー時には 30 代が 5 人、40 代が 8 人、50 代が 5 人、60 代が 1 人である。 
インタビュー協力者のうち 3 人（C さん、JA さん、JB さん）は、筆者が駐在員配偶















                                                     
3 International School of Duesseldorf （ISD）詳細は 3 章 3.4.2.3 参照。 
4 VHS（Volkshochschule）Duesseldorf は国籍を問わずドイツ在住者に開かれた市民大学
で、年に 2 回登録でき、語学以外に経済や心理学など講座、スポーツやコーラス、美



















驚いたことを覚えている（三浦 2017: 48-9）。 





さんは、何年もドイツ市民大学の VHS でも「外国語としてのドイツ語」の授業を週 2


































第 4 章においては、第 2 章で提起されたエクスパトリエイト・コミュニティに関する
6 つの問いをもとに、新たに 8 つの視点を設定し、駐在員配偶者たちの日常生活実践を
インタビュー・データをもとに記述する。 
第 5 章では、第 2 章で提起された 6 つの問いに対して、インタビュー・データから考
察を行い、デュッセルドルフのエクスパトリエイト・コミュニティの特徴を実証的な観
点から提示する。 


























































母国を離れ海外に駐在する駐在員などのことである（水上 2008: 86）。また、Cohen は
エクスパトリエイトの本来の意味は、母国から追放されたり、亡命したりした者を指す
が、主に裕福な国から自発的に一時的に海外に在住する者と定義し、目的に応じて以下
の 4 つのグループに分けている（Cohen 1977: 6-10）。 
 






































を有すると述べる（Siu 1952: 35）。 
 
① 仕事 








続くとされる（Park 1928: 893）。 





























































表 2-1 ソジョナー・パーマネントソジョナー・セトラーの比較 
 
 帰国意志 帰国の具体的予定 
ソジョナー あり あり 
パーマネント・ソジョナー あり なし 
セトラー なし なし 
 
 
出典：Uriely 1994: 435  
 
 しかしながら、上記のウリエリの 3 タイプに加え、水上はさらにもう一つのタイプを
提示する。つまり、帰国意志がなくてもホスト国に帰国予定があるケースに言及し、そ
のようなタイプをリラクタント・リターニー“Reluctant Returnee”として位置づける














あり（水上 1995:133-4）、日系アメリカ人の 1 世の多くは、移住の初期過程においては、
「アメリカに定住意志を持たない出稼ぎ労働者であったが、最終的に帰国するという考
えを放棄する」に至る（Mizukami 2007: 20）。また、上記の 4 タイプが示すように移住
を計画していた者が帰国したり、初期段階では、帰国の意思があっても、当初の予定よ
り長期にわたって滞在するケースなど、ソジョナーと永住者の分類の難しい場合もあり、










































































































（Cohen 1977: 59）。 


























































































Cohen による知見から得た 6 つの点を踏まえながら、第 4 章では海外駐在員配偶者た












日本企業の海外進出は、1970 年以降に著しく増加し（藤田他 2009: 57）、海外におけ
る日本人エクスパトリエイトも 1970 年代に急増した（Cohen 1977: 11）。2017 年時点の
在留邦人数8は、135 万 1,970 人でそのうち 64％（86 万 7,820 人）が長期滞在者で、さら
に長期滞在者の約 53％（46 万 3,700 人）が民間企業関係者、いわゆるエクスパトリエ
イトに相当する。日本人エクスパトリエイトに関しては、ロンドン（ホワイト 2003）、


























（ベン-アリ 2003: 188）。 
上記のような特徴を持つエクスパトリエイトは、エクスパトリエイト中心のコミュニ
ティを形成する。日本からの企業派遣者が多く住む海外の都市には、「日本企業を中心
                                                     
8 外務省領事局政策課 海外在留邦人数調査統計 2017 年 10 月 1 日データ 

























る（山田 2013: 213-4）。 
また、エクスパトリエイト・コミュニティの特徴として、コミュニティの継続性があ
る。コミュニティ構成メンバーは移動し、数年単位で入れ替わっても、生活インフラは






















































ドイツは連邦国家で 16 の連邦州（旧西独 10 州，旧東独 5 州及びベルリン州で 1990
年 10 月 3 日に東西両独統一された）から成り、世界有数の貿易大国である。GDP は 3
兆 267 億ユーロで規模においては欧州内第 1 位で、日本にとり欧州最大の貿易相手国
である。ドイツの総人口は 8,274 万人（2017 年 9 月）9で、在留邦人数は 45,784 人10で
ある。16 州の一つである NRW 州は、人口 1,764 万、GDP は 6,456 億ユーロでドイツ
国内総生産の 4 分の 1 を占め、人口、GDP ともに 16 州の中で 1 位である（大阪・神
戸ドイツ連邦共和国総領事館 2016）。また、NRW 州内の在留邦人数は、14,885 人11で
ドイツ国内邦人数の約 32％を占め、国内で最も邦人が多い州である。 







                                                     
9 外務省 ドイツ連邦共和国 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/germany/data.html#01 2018 年 8 月 15 日閲覧。 
10 外務省領事局政策課 海外在留邦人数調査統計 2017 年 10 月 1 日データ 




2018 年 8 月 15 日閲覧。  
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人13でドイツ国内で 7 番目14に人口が多い。また、邦人数は、7,391 人（2016 年 10 月 1
日）で州内の他の 24 の市町村に比べ圧倒的に邦人数が多いこと15が、図 3-1 から読み取
れる。 
 
図 3-1 NRW 州在留邦人数 
 
出典：外務省領事局政策課（2016 年 10 月 1 日） 
 





デュッセルドルフ市の人口を 2005 年 10 月から 2017 年 10 月までみると 2017 年には
6,000 人を割ったものの、2005 年以降 7,000 から 8,000 人ほどで安定していることが分
かる（図 3-2 参照）。 
 
                                                     
13 Landeshauptstadt Duesseldorf 2017 年 12 月 31 日データ 
https://www.duesseldorf.de/fileadmin/Amt12/statistik/stadtforschung/download/stadtbezirke/Due
sseldorf_kompakt.pdf  2018 年 8 月 5 日閲覧。 
14 ベルリン（347 万人）、ハンブルク（176 万人）、ミュンヘン（143 万人）、ケルン 105 万
人）、フランクフルト（72 万人）、シュトゥットガルト（61 万人）でデュッセルドルフ
は 7 番目に人口が多い（大阪・神戸ドイツ連邦共和国領事館 2016 年 7 月） 
15 外務省領事局政策課 海外在留邦人数調査統計 2016 年 10 月 1 日データ 












図 3-2 デュッセルドルフ市の在留邦人数推移 （2005 年～2017 年） 
 
 
出典: 外務省領事局政策課  









2005 年から 2017 年までの NRW 州在留邦人数を表した図 3-3 は、2005 年以降 NRW 
州の在留邦人数が 10,000 人を超え、特に 2015 年以降は増え続け、2016 年と 2017 年に
は 14,000 人を超えていることを示している。また図 3-3 から、すべての年において、永
                                                     
16  Landeshauptstadt Duesseldorf 
https://www.duesseldorf.de/fileadmin/Amt12/statistik/stadtforschung/download/stadtbezirke/Sta
dtbezirk04.pdf  2018 年 8 月 15 日閲覧。 













































うち民間企業関係者の占める割合が、2005 年の 74％から 2017 年には 63％に減少して
いるものの平均して 60％以上であることが読み取れる。 
ここで、2017 年の NRW 州邦人数のデータを例にとると NRW 州の日本人総数は、
14,885 人でそのうち、約 74％が長期滞在者（11,074 人）である（図 3-3 参照）。そして






































































































































































































































表 3-1 2017 年 NRW 州の日本人長期滞在者の職業  
 
出典：外務省領事局政策課 2017 年 10 月 1 日 
 
次に NRW 州の在留邦人の年齢構成を示した図 3-5 に目を向けると、20 歳未満の人口
が 23％で約 4 分の一を占め、60 歳代以上が 9％で他の年齢層の人口より少ない。北林
はデュッセルドルフ市の日本人の年齢構成を市在住の他の外国人の年齢構成と比較し
て、他の外国人の年齢構成が 18 歳以下と 60 歳以上の人口が拮抗しているのに対して、
日本人の場合は 18 歳以下が多く、60 歳以上の人口が少ないことに注目し、当市には、
日本人民間企業者の多くが学童期の子どもを含む家族での移動を行う傾向がある点を
指摘している（北林 2006: 31）。 
 




出典: 外務省領事局政策課 2016 年 10 月 1 日データ18 
 
                                                     
18 外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計」2016 年 10 月 1 日データ 
 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000293757.pdf 2018 年 8 月 10 日閲覧。 
 
20歳未満 , 3350人, 
23%




































次に NRW 州の民間企業派遣者の業種内訳を見ていく。州内には 622 の日系企業があ
り、その業種内訳は、図 3-6 をみると製造業関連が最も多い19。 
 

















                                                     
19 外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計」 2017 年 10 月 1 データ
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000368753.pdf 2018 年 8 月 15 日閲覧。 
20 デュッセルドルフ日本商工会議所 
































デュッセルドルフ市は、表 3-2 が示すように 10 の地区に分かれ、それぞれの地区が
特徴を持つ。日本人の居住地区に関してはグレーベが 1976 年と 1999 年を比較した分




もある 5 区に集中している。1 区に日本人が多いのは、駐在員が適当な居住地が決ま
る間一時的にホテル住まいする為である（クレーべ 2003: 153-5）。市の南部は、多く
が労働者階級、低中産階級の受託地であり、日本人駐在員はほとんどいない。また、
図 3-7 は、2011 年におけるデュッセルドルフ市内に暮らす日本人の割合を示すが、こ
こでもビジネス中心区の 1 区と日本人学校のある 4 区、インターナショナルスクール
のある 5 区に日本人が集中しているのが分かる。 




市の中心に住む単身駐在員を示唆していると考えられる（日系不動産 V さん）。35 年
日系不動産を市内で経営する V さんは、最近の傾向としては「（駐在期間が）長くて 3
年で、1 年の人も多い」と話す。 
                                                     
21 最近は日本人がやっている日本食料品店はなく、韓国人や中国人によるものがほとん
どである（聞き取り調査 R さん）。 
22 日本人人口の市北部での増加は、新たな賃貸住宅の建設とデュッセルドルフインター
ナショナルスクール（ISD）の立地による（グレーベ 2003: 153-5）。  
23  Landeshauptstadt Duesseldorf 
https://www.duesseldorf.de/statistik-und-wahlen/statistik-und-stadtforschung/duesseldorf-in-
zahlen.html#c82022 2018 年 6 月 10 日閲覧。 
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4 区は、日本人人口の 24.9％（2,598 人）24が居住し、4 区地区在住外国人の中で一番
多い。これは 4 区（ニーダーカッセル）（表 3-2 参照）にデュッセルドルフ日本人学校
があることが影響している。当校生活環境調査によると全児童（小 1 から中 3）の
66.9％が徒歩通学で、80％が通学時間 15 分以内のところに居住する（デュッセルドル
フ日本人学校要覧 2016：24）。また、V さんは、最近は日本人学校近くの物件も築 45
年から 50 年と古くなり日本人駐在員家族に人気がなくなりつつあり、その代わりに、
学校から徒歩圏内の新築高層住宅が人気があると話す。 
1999 年に日本人が多かった 5 区をみると、2017 年時点で日本人は外国人上位 5 位か


























                                                     
24  同上 
25  V さんによると、企業や駐在員の年齢によって予算が違うが、駐在員の求める物件は
通常、月 2,500 ユーロほどが多く、社長クラスになると 3,000 ユーロぐらいである。 
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表 3-2 デュッセルドルフ市 10 区  
 
Stadtbezirk Stadtteile 
1 区 Altstadt, Carlstadt, Stadtmitte, Pempelfort, Derendorf, Golzheim 
2 区 Flingern-Nord, Flingern-Süd, Düsseltal 
3 区 Oberbilk, Unterbilk, Bilk, Friedrichstadt, Hafen, Hamm, Flehe, Volmerswerth 
4 区 Oberkassel, Heerdt, Lörick, Niederkassel  
5 区 Stockum, Lohausen, Kaiserswerth, Wittlaer, Kalkum, Angermund 
6 区 Lichtenbroich, Unterrath, Rath, Mörsenbroich 
7 区 Gerresheim, Grafenberg, Ludenberg, Hubbelrath, Knittkuhl 
8 区 Eller, Lierenfeld, Vennhausen, Unterbach 
9 区 Wersten, Holthausen, Reisholz, Benrath, Urdenbach, Hassels, Itter, Himmelgeist 
10 区 Garath, Hellerhof 
 
出典： Landeshauptstadt Düsseldorf より筆者作成。 
https://www.duesseldorf.de/bv.html  2018 年 12 月 11 日閲覧。 
注：1 区は Stadtmitte 市の中心地区 
  4 区の Niederkassel（ニーダーカッセル）に日本人学校、日本人幼稚園がある。 







































出典：Landeshauptstadt Duesseldorf 2011 
https://www.duesseldorf.de/fileadmin/Amt80/wirtschaftsfoerderung/pdf/japan_duesseldo











                                                     
26 都市別在留邦人数の上位順は、ロスアンジェルス 71, 435 人、上海 57,458 人、ニューヨ
ーク 53,365 人、バンコック 39,949 人、ロンドン 38,314 人、シンガポール 27,525 人の順
に多くデュッセルドルフ 8,388 人は 25 番目である（外務省領事局政策課 2013 年要約
版 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000017471.pdf 2018 年 8 月 5 日閲覧）。 
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3.3.1 戦後の経済再建期（1950 年代）―商社のデュッセルドルフ進出 
 戦後の 1950 年代前半は、日本経済の「戦前水準に復帰する再建期」であり（亀井 1983: 
192）、日本の海外直接投資がスタートする（中瀬 1979: 6）。業種別では、「資源開発鉱
業投資」が第 1 位であり、「重化学工業化の準備期」で、商社参加型の直接投資が開始
される（中瀬 1979: 1-7）。 
機械製造や重工業製品の需要が増大すると、ドイツにも 1950 年代に日本の再建に必
要な重工業製品を調達する為に重工業中心の鉄鋼関係の派遣者が姿を現す（デュッセル











まずは、大倉商事が 1952 年に小さな事務所を開設し（大谷 1990: 43）、次に三菱商











                                                     
27 西ドイツの高度成長期は 1950 年から 1958 年の間、安定成長期は、1959 年から 1967 年
を指すことが多い（NHK 取材班 1988: 83）。 





設立（中瀬 1979: 8）。 
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員とその家族であった（小野 1990: 42）。1950 年代初めは家族を同伴せず単身赴任の企
業派遣者が多く（デュッセルドルフ日本商工会議所 2011）、子ども帯同は、1954 年が初





3.3.2 高度成長期（1960 年代）―製造業・金融他企業の海外進出 
1960 年代は高度成長期に入り、対外直接投資は増大する（亀井 1983: 194）。表 3-3 
から、1960 年代初頭から 1967 年において投資額が年々増えているのが読み取れる。






湾、香港などにも企業を進出する必要が出てきたことなどがある（亀井 1983: 195-6）。 
 













（デュッセルドルフ日本商工会議所 2011）。邦人数も、1962 年には約 300 人だった
が、1960 年代末には 1,000 人を越え、1963 年に初めて当地に日本レストランがオープ
年
度 
1951-59 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 
合
計 






3.3.3 本格的な直接投資の展開（1970 年代）―製造業企業の進出本格化 
1970 年代は「日本企業の海外進出が本格化した時代」（北沢 1982: 187）で、さらに海
外直接投資が飛躍的に拡大、急増する（亀井 1983: 217；高中 1991: 79）。表 3-4 が示す
ように対外直接投資額は 1972 年に前年の 2.7 倍になり、1973 年には 30 億ドル台に達し
ている。また、1973 年には中東戦争の影響で「石油危機」が生じ、直接投資は停滞する
が、1978 年からは 45 億ドルを超える（亀井 1983: 196-7）。 
 
表 3-4 対外直接投資額の推移   （単位億ドル） 
 
 






（亀井 1983: 197-8）。 
ヨーロッパへの直接投資は、商業のほか、金融、保険も増加して国際化が進展する（池






約 1,500 名の邦人がおり、法人企業数は 113 で（デュッセルドルフ日本人学校 1996）、
それに伴い、邦人家族も増え 1971 年に日本人学校が開校、1976 年には日本人幼稚園が
開園する。1970 年代後半には、市の邦人数も約 2,800 名となる（中川 2013）。 
 
3.3.4 進む日本企業の多国籍化（1980 年代）―「リトル東京」の誕生 
1970 年代後半から続いていた、アメリカやヨーロッパ諸国との貿易摩擦回避を目的
とした対外直接投資は、1980 年代に急増し、家電、自動車分野等の現地生産が拡大した
年度 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 
投資額 9.04 8.58 23.38 34.94 23.95 32.80 34.62 28.06 45.98 49.95 46．93 
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イギリス、ドイツなど欧州へ進出する32（奥村 2006: 168）。1980 年代の日本の経済成長
を支えた基幹産業は、自動車と電機で、国内、海外とも安定した成長を遂げている。非
製造業では特に金融機関の海外進出が、急激に大規模に進んだ33（町村 1994: 78）。 
1989 年には、日本の海外直接投資額は英国、米国を抜いて世界第 1 位になった（在日










デュッセルドルフ日本週間もそのような目的の行事の一つとして、1983 年には 3 か月
にわたって開催された。これは日独の間で「相互交流促進の必要性を具現化しようとの
熱意」のもとに日独両外務省の後援を得、デュッセルドルフ市と日本進出企業が総額 2
億円を拠出し開催されたものである（柚岡 2014: 17）。 
 




2011）。1990 年には約 650 の日本企業がドイツに、デュッセルドルフには、350 社が進
                                                     
30 日本製品の国際市場での競争優位、対日赤字に苦しむ米欧先進国 5 か国の蔵相・中央銀 
行総裁会議が 1985 年 9 月にニューヨークのプラザホテルで行われ、円高を容認し、ド
ル安を誘導する政策を打ち出した（奥村 2006: 160）。 
31 1980 年に外為法改正によって、資本取引が原則的に自由になり、日本の金融の国際化が 
実質的に始まる。特に 1985 年以降の伸びは、それ以前の 3 倍である（奥村・加藤 1989:  
181）。 
32 ヨーロッパそして EU における製造工場にも投資し、イギリスにおいては、日産やトヨ
タ、ホンダが工場設置に乗り出す（ピーチ 2003: 21）。 
33 日本の銀行も海外に進出し、1986 年末には、西ドイツにおいて、拠点数 18、支店 13 で
あった（奥村・加藤 1989: 181）。 
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出し、日本の大手メーカーも多く進出した34（有川 1996: 196）。在留邦人数は、1992 年
には 6,000 人であった（デュッセルドルフ日本クラブ創立 50 周年記念誌編集委員会 
2014）が、ドイツ国内での経済の成長は期待に反して伸び悩み、1996 年には失業率が
10.8％になり、失業者も戦後最多の 420 万人になった（デュッセルドルフ日本クラブ創
立 50 周年記念誌編集委員会 2014）。さらに 1990 年代前半には、日本のバブル経済終焉
もあり、日本企業の一部は撤退し市の在留邦人数も減少する。 
 図 3-8 は、デュッセルドルフ日本クラブの法人会員数推移を表しているが、1964 年発




























                                                     
34 当時、ハンブルク 120 社、フランクフルトは 150 社（日本の金融及び証券企業が多く進



















































































































一方、1993 年 9 月から 11 月まで日本週間が再び開催され、同時に日本経済展、日独
経済シンポジウムなども開催された（柚岡 2014: 17）。 
 
3.3.6 ドイツ企業・ドイツ人社会との安定した連携 （2000 年以降） 
NRW 州の日系企業数は、1991 年のピーク時の 502 社から 2001 年には 425 社に減少
したものの 2010 年には 500 社に回復している。デュッセルドルフ市にある日系企業数
も安定し、多くがデュッセルドルフを拠点として、ヨーロッパ域内、ドイツ国内にビジ
ネスを展開している（デュッセルドルフ日本商工会議所 2011）。デュッセルドルフ商工
会議所では、年間 16 回のセミナーが開かれ、毎回 60 人ほどの参加があり、年間の参加
者合計は 900 人ほどである（デュッセルドルフ日本商工会議所代表 Y さん）。 
デュッセルドルフ日本商工会議所によると日本企業の進出理由として、ヨーロッパの
中心に位置するという地理的優位性がある。欧州の主要都市にも 2 時間以内で到着し、
日本からデュッセルドルフへの直行便も 2014 年から ANA が就航している（デュッセ




















                                                     
35 日独経済シンポジウム 
 https://www2.nrwinvest.com/ja/service-nrwinvest/events/wirtschaftstag-japan/ 




先述のように日本クラブのもとになったのは、1954 年 2 月 18 日に大使を含む 21 人
の企業派遣者が集まり行われた第 1 回日本人会である。この会は 5 時間にも及び①今後
の会の運営、称号、会費等、②書記官による日独の現況説明や今後の情報伝達方法の検
討、③自己紹介・大使館への要望などが話し合われた（中川 2014）。そして、1964 年 1
月に日本クラブ発足の会が開かれ、同年 4 月には「会員相互間の親睦」を目的に社団と
して登録される。当時 63 の法人会員、683 名の個人会員を記録している（高木 2006）。
また、表 3-5 が示すように初代会長は三井物産から選出され、現在に至るまで日本の大
手企業駐在員が会長を務め、創設から企業が中心的役割を担っている（デュッセルドル























                                                     
36 デュッセルドルフ日本クラブ会則 



















（デュッセルドルフ日本クラブ創立 50 周年記念誌編集委員会 2014：44）、国籍を問わ
ず誰でも入会できるようになった37。それまでは、「日本人のみ」ということで、Cohen
                                                     
37 夫がドイツ人である Z さんは 1997 年当時、夫が日本企業の駐在員でないという理由で
日本クラブに入会できなかったと話す（2018 年 5 月 2 日インタビュー）が、2018 年時
代 所属 期間 代 所属 期間 
初代 三井物産 1964 第 19 代 三菱商事 1984-7 
第 2 代 三菱商事 1965 第 20 代 三井物産 1988 
第 3 代 八幡製鉄 1966 第 21 代 三菱商事 1989-90 
第 4 代 三菱商事 1967 第 22 代 三井物産 1991 
第 5 代 三井物産 1968 第 23 代 日商岩井 1991 
第 6 代 三菱商事 1969 第 24 代 三井物産 1992-3 
第 7 代 三菱商事 1970 第 25 代 三菱商事 1994 
第 8 代 新日鉄 1971 第 26 代 住友商事 1995 
第 9 代 三井物産 1972 第 27 代 三菱商事 1996-8 
第 10 代 三菱商事 1973 第 28 代 三井物産 1999 
第 11 代 三井物産 1974 第 29 代 三和銀行 2000 
第 12 代 三菱商事 1975-6 第 30 代 三菱商事 2001-2 
第 13 代 東京銀行 1977 第 31 代 三井物産 2003 
第 14 代 三菱商事 1977-9 第 32 代 三井物産 2003-6 
第 15 代 三井物産 1980 第 33 代 三菱商事 2006-8 
第 16 代 東京銀行 1981 第 34 代 三井物産 2009-10 
第 17 代 三井物産 1982 第 35 代 三菱商事 2011-2 
第 18 代 丸紅 1983 第 36 代 三井物産 2013 
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の述べるようにホスト社会に対して「排他的」な一面（第 2 章 2.4 参照）も持っていた
と言える。 
日本クラブの会員の推移をみるとバブルの 1991 年 1992 年の頃は個人会員が 6,000 人
台、法人会員が 400 近くで一番多く、その後減少を続け、1990 年代後半には個人会員数










2016 年の個人会員数は 3,533 名（表 3-6）、法人会員数は 234（図 3-8）で、デュッセ
ルドルフ日本商工会議所代表の Y さんによると、近年は、個人会員数は 3,500 名前後
（表 3-6）で安定している（Y さん）。 
 













                                                     
点では、個人会員として駐在員以外の日本人も入会している。 
38日本クラブの法人入会金は、250 ユーロ、年会費は、社員数によって 37-270 ユーロであ 
る。 
http://www.jcduesseldorf.de/images/pdf/administration/2017_uneikisoku.pdf 2017 年 9 月 25 日
閲覧。 
年 個人会員数（人） 年 個人会員数（人） 
1964 683 1992 6,672 
1968 1,039 1996 5,737 
1972 1,883 2000 5,268 
1976 2,958 2004 4,693 
1980 3,559 2014 4,100 
1984 4,485 2015 3,616 






























加でき、2018 年春は、70 チームほどの参加があった。1993 年秋大会の 87 チーム参加
が過去最多であった（デュッセルドルフ日本クラブ創立 50 周年記念誌編集委員会 
2014）。 
41 1 才から 6 歳までの親子対象に工作、リトミックや体を使った遊び、手作りおやつ講習
会などを行う。インタビューを依頼した P さんは、プログラムの専任講師である（日本
人会報より）。 
42 ドイツでは小学校 5 年生から、ギムナジウム（進学コース）、レアルシューレー（実業
高校）、ハウプトシューレー（中卒資格取得）、ゲザムトシューレー（総合学校）のい
ずれかに進学する。12 年を終了すると日本の高校卒業と同じ資格が得られる（デュッ









る週 1-2 回の補習授業が行われる（3.4.1 日本クラブ参照）。1963 年当初日本語学級は 4
クラスで 39 名だったが、企業進出が進み邦人数が増えるに伴い、1966 年には 76 名、










日本人学校理事会で、理事長は企業から選出された。開校式は小 5 から中 3 までの 43
名で、現地オーバーカッセル区教会付属建物を仮校舎としていた。1972 年には、当地進
出企業からの寄付を仰ぎ、日本政府や海外子女教育振興財団の援助を得て、新校舎建設




は増え続け、1983 年には日本人生徒数が 800 名を超えた為、中学部の校舎をドイツ人
学校の校舎を借用して移転する。そして 1980 年末には全校生徒数が 900 人を超え、1992
年に 998 名のピークを迎える。しかし 1900 年代前半に日本のバブルが終焉し、日本企
業の一部撤退が起こり、生徒数も減少し、1990 年代末には、600 人台になり、2001 年に
は中学部がドイツ人学校校舎から引き上げ、小学部校舎に統合される。2005 年以降は













































































































長 1 名ないし数名、及び理事若干名から構成される43。日本人学校創設の 1971 年から、
                                                     
43 デュッセルドルフ日本人学校 
http://jisd.de/about_jisd/outline/image/2016teikan.pdf 2018 年 8 月 5 日閲覧。 
 
年度 小学部 中学部 総 合 計
（人） 
年度 小学部 中学部 総合計 
（人） 
1971 25 13 43 1994 610 195 805 
1972 134 33 167 1995 553 183 736 
1973 191 46 237 1996 529 176 705 
1974 271 53 324 1997 524 173 697 
1975 350 70 420 1998 532 142 674 
1976  394 78 472 1999 536 136 672 
1977  416 94 510 2000  522 150 672 
1978 413 84 497 2001 548 163 711 
1979 481 106 587 2002 514 154 668 
1980 509 115 624 2003  513 147 660 
1981  559 134 693 2004 469 145 614 
1982  618 165 783 2005 432 144 576 
1983 671 177 848 2006 430 129 559 
1984 664 186 850 2007 428 135 563 
1985 657 222 879 2008 437 134 571 
1986 656 233 889 2009 401 133 534 
1987 656 262 918 2010 409 114 523 
1988 662 269 931 2011 395 106 501 
1989  674 243 917 2012 410 119 529 
1990 664 244 908 2013 405 116 520 
1991 712 255 967 2014 398 130 528 
1992 732 266 998 2015 387 126 513 





表 3-8 デュッセルドルフ日本人学校歴代理事長 
 
 











に進む。図 3-10 が示すように 2011 年から 2015 年においては、日本人学校卒業生のう




代 所属 期間 代 所属 期間 
初代 三菱商事 1971.4-1972.8 第 16 代 日立金属 1997.4-1998.3 
第 2 代 三井物産 1972.8-1973.2 第 17 代 丸紅 1998.4-1999.9 
第 3 代 トーメン 1973.2-1976.9 第 18 代 日商岩井 1999.10-2000.9 
第 4 代 三井物産 1976.10-1979.6 第 19 代 三菱化学 2000.9-2001.12 
第 5 代 日立製作所 1979.6-1981.6 第 20 代 丸紅 2001.12-2003.4 
第 6 代 三菱商事 1981.7-1983.5 第 21 代 三菱電機 2003.4-2004.1 
第 7 代 日産自動車 1983.5-1985.3 同代行 UFJ 銀行 2004.1-2004.4 
第 8 代 三井物産 1985.4-1986.11 同代行 丸紅 2004.4-2007.3 
第 9 代 丸紅 1986.12-1988.1 第 22 代 丸紅 2004.6-2007.3 
第 10 代 新日本製鉄 1988.1-1990 4 第 23 代 協和発酵 2007.4-2008.3 
第 11 代 丸紅 1990.4-1991.3 第 24 代 丸紅 2008.4-2010.3 
第 12 代 宇部興産 1991.4-1993.3 第 25 代 協和発酵 2010.4-2011.3 
第 13 代 丸紅 1993.4-1994.3  第 26 代 丸紅 2011.4-2012.9 
第 14 代 富士フィルム 1994.4-1996.3 第 27 代 協和発酵 2012.10-2014.1 
第 15 代 丸紅 1996.4-1997.3 第 28 代 双日 2014.1- 
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図 3-10 デュッセルドルフ日本人学校中学卒業後の進学先 （2011 年～2015 年） 
出典：デュッセルドルフ日本人学校要覧 2016 より筆者作成 
 
生徒の出身は、関東圏が 6 割で関西圏が 3 割、その他が 1 割（デュッセルドルフ日








                                                     




2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
インターナショナルスクール 12 6 16 10 12
ヨーロッパ他 0 0 2 4 5


















方を選択する。日本人学校の生徒の約 67％が徒歩通学で、通学時間は 80％が 15 分以内







経済的に安定的で恵まれた地位にある点を指摘する（北林 2006: 33）。 
 
3.4.2.2 日本語補習校 





で、小 1 から中 1 までの 20 名の生徒に対しての週 1 の日本語授業であった。1966 年
には生徒が 76 名になり週 2 回の授業になり、1968 年には、幼稚園部として準 1 年生
クラスが設置されたが、1971 年に小 5 から中 3 の全日制日本人学校ができるとその学
年に相当する生徒が移行し、補習授業校は、準 1 年生、小 1 から小 4、高校生のみに
なった。それでも各学年は従来通り週 2 回午後の授業を継続していた。さらに 1972 年
に小 1 から小 4 の全日制の授業が始まると、皆その学年は補習教室から移行し、日本





あり、日本人学校理事会の決定により、1979 年に小 5、1980 年に小 6 の教室が開設さ







れる。そして、1982 年に中 1 クラス、1984 年には小 5 から中 3 までの学級が開設さ
れ、1988 年には「日本語教室」の父兄からの要望で、「日本語補習教室」に改称され
る。1990 年には小 5 から中 3 の各学級で毎週土曜日午後 2 時から 5 時半に授業を行
う。1996 年には小 4 クラスが開設され、2003 年に「日本語補習教室」から「日本語補
習校」に改称される。2007 年には小 1 から小 4 年学級が設置され、小 1 から中 3 まで
のクラスがそろう。図 3-11 が示すように 2014 年からは生徒数がさらに伸び 200 人を
超え、2016 年 5 月時点で、小学部 163 人、中学部 38 人で生徒数も 201 名で日本人学
校の中学部の生徒数を追い抜く勢いである（デュッセルドルフ日本人学校 2016）。こ
の背景には、ドイツ人と国際結婚し、片親をドイツ人とする子どもが増加したことも


















2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
小学部 43 85 94 105 113 128 145 171 163 163
中学部 30 20 24 27 32 29 32 32 41 38














る International School of Duesseldorf（以下 ISD）とデュッセルドルフの南西隣町のノイ
ス市にある International School on the Rhine（以下 ISR）がある。表 3-9 は両校を比較し
たものである。ISD は、1968 年 9 月に、米国式の学校として、7-12 学年の合計 32 名の
生徒でスタートし、1985 年に現在のデュッセルドルフ国際学校（International School of 
Duesseldorf）に改名された（吉田 2017: 76）。一方、ISR は 2003 年にできた比較的新し
いインターナショナルスクールである。前述のように ISD には、毎年 4 月に、6-16 名ほ
どのデュッセルドルフ日本人学校中学部の卒業生が 9 年生として入学してくる。そして









スタッフ U さん）。さらに表 3-9 が示すように ISR にはデュッセルドルフをはじめ西隣
町のメアーブッシュ47方面へのスクールバスがあり、低学年の子弟の親にとっては学校
の送迎の必要性がないことも利点である。 






                                                     
46 デュッセルドルフ日本語補習校 http://jisd.de/hosyuko/shokai.html 2018 年 5 月 25 日 閲
覧。 
47メアーブッシュは、デュッセルドルフから西に 10 ㎞、車で 15 分くらいの町で、8 つの地
区から成り人口 55,354 人である（2010 年）。人口の約 1, 6％にあたる約 761 人（63 人に
1 人）が日本人で、特に Buederich 地区は人口 21,500 人のうち約 4%（約 24 人に 1 人）
が日本人である。 
STATISTISCHES JAHRBUCH 2010  http://www.netdemeerbusch.de/ 




で自分たちからの働きかけの意欲に乏しい（吉田 2017: 76）という面も指摘する。 
 なお、ISD と ISR それぞれの設立クラス、生徒数、国籍数、授業料、大学進学率等の




表 3-9  ISD と ISR の学校情報 
出典：インターナショナルスクール デュッセルドルフ 外務省諸外国・地域の学校
                                                     
48IB 国際バカロレア（International Baccalaureete）  
http://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/ib/1307998.htm 2018 年 8 月 25 日閲覧。 
 
学校名 ISD （ International School of 
Duesseldorf ） 
ISR （ International School on the 
Rhine） 
設立年度 1968 年 2003 年 
設立クラス 3 歳から 19 歳 
レセプション 3-4 歳 
プレパラトリー5 歳 
小学部 1-5 年（6-11 歳） 
高等学部 6-12 年（11-19 歳） 
3 歳から 19 歳 
幼稚園 3-5 歳 
小学部 1-4 年（5-10 歳） 
中学部 5-8 年（9-15 歳） 
高等部 9-12 年（13 歳-19 歳） 




760 名、45 か国 
（ドイツ 50％・中国 10％・日本
10％・他 30％） 
日本人生徒数 小学部  14 名 
高等学部 66 名 
低学年層に日本人が多い 









日本語教育 小 6 から 
 
grade 1-5 週 1 回課外授業 
grade 6-10 週 3 
grade11-12 IB48日本語 
授業料 レセプション－grade 5  16,333 ユーロ 
grade 6 -8   17,597 ユーロ 
grade 9-10  18,762 ユーロ 
grade 11    20,873 ユーロ 
grade 12    21,190 ユーロ 
キンダーガーデン 1  
 11,520 ユーロ 
キンダーガーデン 2 
12,585 ユーロ 
grade 1-5  14,850 ユーロ 
grade 6-9  16,290 ユーロ 
grade 10-12 17,685 ユーロ 








情報 2017 年 12 月時点
https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/world_school/05europe/sch5300000301.html 
2018 年 6 月 10 日閲覧  
インターナショナルスクール オン ザ ライン 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/world_school/05europe/sch5300000601.html 

































































































































































































                                                     






















































  ＊：日本人駐在員についてどう思いますか。 
 WH：皆さん、家族旅行をしたり、料理やスポーツを習ったり、興味のあることはし 
ているようですが、ドイツ人の人たちの中には入っていかないようです。 







































































ってきている（O さん）。また、駐在期間も以前は平均 3.5 年であった（北林 2006: 33） 






 駐在員の年齢層の若年化も近年の傾向の一つである（V さん）。35 年前に比べると現
地で出産したり、幼稚園児を帯同する家族が増えている。また、単身世帯もふえ 40 代










はメアーブッシュで 2014 年から 2016 年の 2 年間で市の日本人が 180 名ほど増加した
ことを示している。 
 
表 3-10 NRW 州メアーブッシュ市の邦人数（人） 
 
年度 邦人数（人） 男性 女性 
2014 919 469 450 
2016  1,097 555 542 
 
出典: 外務省領事局政策課  
                                                     
52 近年のグローバル競争においては、多国籍企業は「徹底した時間的及び費用的効率化」





























は、日本人学校56に比べるとかなり高額である（表 3-9 参照）。 
                                                     
53 メアーブッシュ市のブーダリッヒ駅から日本人学校近くの駅まで電車で 10 分ほどで、
車でも学校まで 15 分くらいである。 





https://www.kita-mobile.de/ja/about-mobile.html 2018 年 8 月 15 日閲覧。 



































                                                     





59 ドイツ連邦共和国大使館  総領事館
https://japan.diplo.de/blob/903852/5da5fa9b8d59dea280ca4cc0ce670ea8/visajapaner-data.pdf 







セトラーに変わることになる（第 2 章 2.2 参照）。 



























                                                     







Z さんや P さんの話から、女性たちが、夫の会社での立場を常に意識しながらつなが




















































するにあたり、3 人の駐在員配偶者（K さん、F さん、J さん）の事例を取りあげる。 
74 
 
4.1.1 「庶民」としての自分の位置づけ―K さん 
K さん（30 代）は、調査協力者のひとりである J さんとそれぞれの子どもを通しての
知り合いで、J さんから紹介を受けた。K さんは、インタビュー時すでに 5 年以上の在
独であったが、夫はあと 1 年は確実にドイツに居ると話す。インタビュー時には長男が
日本人学校の小学 4 年生、長女が「恵光幼稚園」61の年長であった。 
K さんは東京生まれで、実家は飲食店の自営業で、母親も父親を手伝い、母親は 70







の子会社などで週に 2-3 回ほど仕事をした。そして、1 年半ほど仕事をしてから妊娠し、
出産後も子どもが 1 歳半の時に保育園に預けて週 4 日、パートタイムで財団法人の事務
の仕事をする。最初の保育園が 2 歳児までしか預かってくれないとのことで、3 歳から
は別の保育園を探す。9 番目の希望の保育園にやっと空きがあり、新しい保育園に長男













園児が多く、縦割りのクラスが 2 クラスで、1 クラス 25 人であった。お迎えの後は毎
                                                     
61 デュッセルドルフ恵光日本文化センターによる幼稚園。日本人・ドイツ人園児が半々で

























識も K さんにさらに「庶民」意識を植えつけているのであろう。 














































デュッセルドルフでの生活も 5 年以上になり、長男は小学 4 年生、次男も幼稚園の年 
長になり、子どもを通して他の駐在員配偶者たちとの接点もあり、習い事などに誘われ































F さんは、2014 年 9 月に重機メーカーの夫に帯同して、8 歳・6 歳・3 歳の娘を連れ
て渡独する。F さんは愛知県出身で、名古屋の大学で心理学を専攻し、外国語も英語と


































に追われる。2 年半後に次女、さらにその 2 年半後に 3 女を出産する。仕事はしたい気
持ちはいつも持ちつつ、育児に追われているうちに夫の海外赴任が決まる。ドイツ赴任




くまで 1 年かかる。3 歳、6 歳の娘の幼稚園は、現地に行って探したが、10 件ほど電話
してもなかなか空きがなく、やっとのことで教会系の現地幼稚園を見つける。日本では




校の小学 3 年生に編入する。 
























1 回 40 ユーロするんです。そういうのをみんな。料理教室もあるんですけど、そ






























































                                                     
63 注（47）参照。 
64 第 3 章 3.2.3 参照。 









































J さん（40 代）は、公認会計士である夫とともに 7 年間のハンブルク生活から、夫の
82 
 
仕事の関係で 2007 年にメアーブッシュ（デュッセルドルフの隣町）に 3 歳の長男を連





































































































いるのであろうか。本節では G さん、I さん、D さんの語りに注目する。 
 
4.2.1 「与えられた環境の中で」わだかまりなくつながる―G さん 






G さんは、2014 年に小学 3 年（8 歳）と小学 1 年（6 歳）の息子を連れてデュッセル
ドルフでの生活をスタートする。 
G さんは、父親の仕事の関係でハンブルクに生まれ、中学 1 年生までドイツで過ごし
た。当時、周りには、日本人もおらず、ハンブルクには日本人学校があったが、場所も
遠く、現地の幼稚園、小学校、そして 5 年生からはギムナジウム66に通った。G さんの
                                                     












































































                                                     
67 第 1 章 注（4）参照。市民大学のドイツ語コースは初級コースから上級コースまであ
り、時間帯も午前、午後、夜コースがあり、様々な目的を持ちドイツに来た外国人が学






理教室に行く。料理教室は午前中で終わるので日本人学校に通う小学 2 年の子どもの 2












































































4.2.2 「駐在員配偶者」と離れすぎない関係性―I さん 
I さん（40 代）は、筆者がインタビューをお願いした時は、ドイツ滞在がまだ 7 か月
であった。小学 2 年と年少の娘 2 人とともに、フィルムメーカー勤務の夫の仕事に伴い


























年半で結婚する。そして 32 歳で長女を出産するが、産休・育休をとり、制度上は 2 年










































                                                     
68 注（55）参照。I さんの次女のクラスは現在、半分以上が日本人で、他に中国人とドイ
ツ人、ドイツ人と日本人のハーフの園児が居る。2 歳から 6 歳までが通園する。日本人





































































4.2.3 「無色透明」な存在―D さん 









































































 D さんは、1 回目のインタビュー時は、渡独後 3 年経ち、長女、次女はそれぞれ日本
人学校の中学 3 年生と小学 5 年生、長男は日本人幼稚園年長であった。長女は、渡独直
後はインターナショナルスクール（ISD）に入り、grade 6 年生から 8 年生まで通ったが、
帰国受験の為、grade8 年生が終わり、grade 9 年生にあがる前にデュッセルドルフ日本人
学校に移す71。 













































D さんは、毎日子どもたちの送り迎えに追われる。長女は、週 3 回の塾と歌のレッス
















































































 JD さん、JE さん、JF さんは、ほぼ同時期をデュッセルドルフで過ごし、7 年から 8
年前に帰国した。3 人にグループインタビュー、及び、JD さん、JE さんには再度、個
別にインタビューを依頼した。 
 デュッセルドルフ日本人小学校の入学式で、JD さん、JE さん、JF さんの 3 人を含め










4.3.1 支え合いの中のためらい―JD さん 
JD さん（40 代）は 5 年のデュッセルドルフ駐在生活を経て、小学校 5 年生の次女を
連れて夫より 1 か月ほど前に帰国する。長女は日本で中学受験を終えて、合格し、ひと
りで先行帰国し、夫の実家（埼玉県和光市）で暮らしていた。今は、帰国後 9 年経ち、
夫と大学 3 年・大学 1 年の娘 2 人と横浜に住む。出身は大阪で、親は JD さんが小学 4
年生の時に離婚し、父親にはそれ以降会っていない。当時、両親は仲が悪く喧嘩が絶え
ず、「私としては（親が離婚して）良かったです」と話す。母子家庭となり、母親は働
いて JD さんを育てた。2 歳上の兄は父親と暮らすが、あまり話したりはせず、自分は
「母っ子で、父親は大嫌い」と言う。母方の祖父母がそばに住み、父親がいなくても「寂
しいっていう感じもなかった」。地元の短大の英文科に進学し、語学に興味があり、短








夫はまた東京転勤になり、大阪にいた JD さんは結婚を決める。JD さんが 25 歳の時で、
「仕事は楽しくてやめたいとは思わなかった」が、当時「会社の雰囲気が女性の幸せは、
結婚して子どもを育てること。結婚したらやめなければいけないっていう感じでした」
と話し、5 年弱勤めた会社を寿退職する。東京では社宅に 6 年ほど住む。失業手当の関
係で仕事をやめて半年後に派遣会社に登録して総合研究所に半年勤めるが、長女を妊娠




































かし、子どもも JD さんも言葉が理解できず、教室の情報もあまり入ってこなかった。 





員配偶者の友だち 4 人を誘い英語を学び始める。JD さんは、「ひとりで行くのはできな
いので。ひとりで行くというのは自分の中にはない」と話す。また、日本人向けのピラ
ティスのレッスンも始める。JD さんは、「（自分の）子どもの数 × 知り合いの数」と話








次女も日本人幼稚園から日本人小学校に上がるが、入学式の時に JE さん、JF さんを























 さらに JD さんは、長女の中学校受験時のことを話し始めた。受験にあたり、次女を
ドイツに残して、日本とドイツを行ったり来たりすることになり、（実家の）母にも次
女の世話でドイツに来てもらった。JD さんが日本に一時帰国している間、次女や「右
も左もわからず、車も運転できない」JD さんの母のことも 5 人の駐在員配偶者の仲間
たちにも助けてもらったとしみじみ語る。 
 生活の中で困った時に仲間にいろいろ助けてもらい、有難く思ったことが分かる。 













児童の約 7 割が徒歩圏で約 80％が 15 分以内に通い、小学 2 年生まではお迎えの義務






















らって当日 1 品作って持っていくんです。失敗したらどうしようって緊張します。 
 
                                                     
73 日本人学校の保護者は全員基本的に「父母会」に属し、そこから、役員（会長，副会
長、書記が選出される）。ここでは役員のことを指している（デュッセルドルフ日本人
学校父母会 http://jisd.de/fubokai/2018soshikizu.pdf 2018 年 9 月 25 日閲覧）。役員 3 人
は、各クラスから選出された 2 名の学級委員の中から選ばれるが、役員の仕事の責任
や大変さから、希望者が出ず、決まるまで何日もかかる場合もある。K さんが学級委員















































4.3.2 初めての母親グループ―JE さん 
次に JE さん（40 代）がどのように 5 人の仲間たちとつながっていたのかを語りから
見ていく。JE さんは、インタビュー時には、6 年間のデュッセルドルフ生活を終え、帰
国して 7 年経ち、夫と大学 4 年の長男と大学 2 年の長女と横浜に住む。川崎出身で両親









































































































4.3.3 ともに支え合う仲間―JF さん  
 最後に 6 人グループのひとりである JF さんの語りに注目する。 
 JF さん（40 代）は、商社マンの夫の海外赴任により、小学校 1 年、幼稚園年中、2 か
月の乳児の 3 人の娘を帯同する。 
 JF さんは千葉県出身で、短大で幼児教育を専攻し、卒業後幼稚園の先生をしていた。
4 年勤めた後、短大時代に入っていたサークルの友だちを通して今の夫と知り合う。相

























入院した 3 女につきっきりで病院にいなければならず、2 人の子どもは仲間の JE さん
宅に預ける。その時「頼れるのは、近くに居る友だちなんだなって。親も親戚もいなく
て」としみじみ語り、友だちの存在のありがたみをつくづく感じた様子である。 






















話ができる 5 人の仲間は、JF さんにとり心のよりどころともいえる。 









居る。次に L さんの語りに注目する。 
 
4.3.4 緩い結束―L さん 
L さんは 4 歳の幼稚園年中の長女と 2 歳の次女とともに商社勤務の夫に帯同し、デ
ュッセルドルフでの生活も 6 年目である。渡独後、長女はインターナショナルスクー
ル（ISD）に 5 歳から入学し、次女も日本人幼稚園卒園後、長女とともに ISD に通
い、それぞれ 5 年生と 2 年生である。 
L さんは、神奈川生まれで、自動車メーカー勤務の父親の仕事の関係で 4 歳から 7
歳までオーストラリアのメルボルンで過ごした。帰国後は公立小学校に入り、小学 6











いう。そして 2 年後に 2 人目ができ、次女が 1 歳半、長女が 3 歳の時に職場に復帰す
る。母の助けも借りながら、月に 15 日間働いて仕事を続けた。フライト先は NY が多
108 
 


































































夫の会社関係のフラウ会75は年に 3 回ある。L さんは、渡独当初は 30 代前半であった












































4.4.1 家族をつなぐ接着剤―M さん 
まずは商社勤務の夫がドイツにおいて社長である M さんの語りに注目する。 
M さん（50 代）は、2016 年に夫の駐在先のヒューストンから日本に帰国せずそのま
ま夫に帯同しデュッセルドルフに移動した。インタビュー時は、デュッセルドルフ生活
は 1 年 4 か月余りであった。ヒューストン生活前に夫の海外赴任でマドリッドに 5 年、







住地は学校近くに決め、家族 3 人で暮らす。 
 M さんは、東京生まれだが、喘息の為、小・中・高校時代は千葉の田舎に引っ越し、
大学の時にひとりだけ東京に戻り、都内の父方の祖父母宅に住む。国語の教師になるの






















































































 日本の生活も 4 年経ち、夫のヒューストンへの海外駐在が決まる。夫は結婚前にデュ
ッセルドルフに 2 年研修で駐在していたこともあり、夫にとり 4 回目の海外駐在であっ
た。夫のアメリカ滞在の 1 年後、M さんは長男、長女を帯同してアメリカに赴く。当











 渡独後は、日本人向けドイツ語の学校に通い、生活情報を得て、30 代、40 代の駐在
員配偶者たちと仲良くなった。また、夫がデュッセルドルフ赴任前の前社長夫妻が、社
内の組織変更でデュッセルドルフに駐在しており、その社長夫人とは時々会う。自分よ
り 2、3 歳上で「精神的に頼れる存在」で、情報交換や愚痴を言いあったりするという。 


















































今回の駐在では、M さんの夫は社内で一番上のポジションであり、M さんは 50 代で、
20 人ほど居る社内の駐在員配偶者の中で年齢的にも一番上である。社内では、小さい
子どもを帯同した 30 代の駐在員配偶者が一番多く、あとは 20 代から 40 代までの年齢




























4.4.2 義務としての夫・子のサポート―H さん 
H さんは、エンジニアの夫に帯同して 2014 年に小学 3 年生、幼稚園年長、1 才半の 3
人の息子を連れ渡独した。インタビュー時には、デュッセルドルフ生活も 3 年経ち、3
人の息子は、翌月の 4 月から日本人小学校の 6 年生、3 年生、日本人幼稚園の年中にな
る予定で、日本人学校や日本人幼稚園近くの日本人集住地区に住む。 




















そして 3 人目を出産後に 1 年前後で仕事に復帰しようと思っていた時に夫のデュッ
セルドルフへの赴任が決まる。仕事はやめたくなかったが、夫の駐在期間は 5 年前後と
いうことで、病院から「2 年ほどの赴任であれば復帰可能だが、3 年から 5 年になると
無理」と言われる。また仕事の引き継ぎにあたり、「可能なかぎりいてもらって、引継
ぎをしてほしい」ということであったが、「中途半端な形では終わらせたくない」と思













































































日本人の子ども向けの読み聞かせ会を月 1 回、パン教室に月 1 回、ワインのおもてなし
の講座やカルトナージュ78などに参加する。料理教室には今も 1、2 か月に 1 回通う。先









                                                     













































































H : 帰りは 9 時とか 10 時 11 時っていうこともあります。日本でも遅かったので。土
曜日は仕事がないので自分のサッカーをしに行きます。私に用事がある時は、子
ども 3 人をお願いしています。日曜日は、家の前で日曜サッカーがあるので、そ





























4.4.3 価値観のずれへの恐怖―B さん 
B さん（50 代）は、次女の学校生活のことを案じ、夫と価値観がずれないように夫婦
のコミュニケーションに留意して駐在生活を送る。 
B さんは、商社に勤める夫の駐在で、渡独前に、英国に 1 年半、サウジアラビアに 3
年の駐在経験がある。2015 年渡独時には、長男（23 歳、英国ロンドン生まれ）はロン
ドン大学院、長女（18 歳）は日本で大学 1 年で、小学 5 年生の長女のみ帯同する。日本
人集住地区のオーバーカッセル地区より離れた市の中心部に近い地区に住む。 













































































いけど 3 人で行こうって。その繰り返し。だと人間関係って深まらないですよね。 
 

























































に気がつく。A さんと他の駐在員配偶者とのつながり方や A さんの語りから、駐在員
配偶者たちの生活への意味づけが浮き彫りになると考える。 
 
4.5.1 経済的自立の重要性―A さん 
A さん（30 代）は、夫が日本の大学で博士課程を修了後、ロースクールに留学する為
に渡独することになり、留学する夫に同行した。インタビュー時（2015 年）にはデュッ










































































































































 「経済的自立」を求め続ける A さんだが、他の駐在員配偶者とどのようにつながり、
女性たちをどのように捉えているのかに注目する。 
 A さんは妊婦教室を通して他の駐在員配偶者たちとつながっていくが、駐在員配偶者 
には「経済的自立への葛藤」を抱えるタイプと「デュッセルドルフでの主婦生活を満喫 

































































しけようとしているのかを 2 人の語りから検討する。 
 
4.5.2 自分への挑戦―JA さん 
筆者の知人である JA さん（40 代）には帰国後、日本にてインタビューを行った。デ
ュッセルドルフに 5 年 3 か月暮らし、帰国してすでに 12 年ほど経っていたが、当時の
生活を思い出しながら語ってくれた。1999 年に建設会社に勤める夫の赴任に伴い、11














































じ、ドイツ語の学校に週 2-3 回 2 年、その後はドイツ市民大学（VHS）81に 3 年ほど通
う。 
また、現地においては、仕事はできないので、「（仕事ではなく）いろんなことに挑





































                                                     






https://www.joes.or.jp/kojin/sodan （2018 年 12 月 13 日閲覧）。 
84 ホルトは就学前から小学 4 年生までの子ども（5 歳から 10 歳）を対象とした始業時間前
と放課後の保育所で、昼食も用意される。通常、親が職業を持つ子どもが優先され
る。場所は小学校内や幼稚園付属、または独立して設置されているところもある











た。さらに JA さんは語りを続けた。 
 



















4.5.3 「運命」の駐在生活―C さん 
C さん（50 代）は、商社勤務の夫に帯同し、1997 年-2004 年までデュッセルドルフ











































う間に 1 週間が過ぎていく感じ」であった。帰国時、長女は小学 6 年生、次女は小学
1 年生85で、2 学期から公立の小学校へ通う。しかし、長女はなかなか学校生活に溶け









入り「いい思い出」ができる。次女は、公立小学校に 1 年生から 5 年生まで通うが、
「ノー天気」な性格で、特の問題もなく、むしろ、「思ったことをはっきり言いすぎ
て、友だちが傷ついて泣いてしまった」こともあるという。 













 2 回目の赴任時は、長女はインターナショナルスクール（ISD）の 10 年生、次女も
日本人学校という選択もあったが、本人の希望でインターナショナルスクールの 6 年












                                                     




















































































































                                                     








人たちにも今まで 2 回ぐらいお寿司の講習会をしたという。 

















































































んで生活を送る JB さん、永住の日本人や現地で長く仕事に携わる日本人とつながる JC
さんの語りに着眼する。 
 
4.6.1 現地の人びとの触れ合い―JB さん 
7 年のドイツでの滞在を終え、帰国後 5 年ほど経った JB さんに日本でインタビュー
を行った。JB さん（60 代）は、40 代の時、メーカー勤務の夫の赴任に伴い、大学 1
年生（18 歳）の長男を日本に残し、10 歳の次男を連れて渡独する。ドイツ赴任前にマ
ドリッドに 5 年駐在経験がある。 
JB さんは、東京出身で、5 歳違いの弟が居る。サラリーマンだった父親は大変教育








も「1 を言えば 10 を知るような感じのいい子」で成績もよく、「立派に育ち」「めちゃ
くちゃ楽しかった」と当時を思い出し、嬉しそうに話す。そして 2 校目に移った時に




JB さんは、結婚前に教員の仕事をしている間に 2 回海外に行く。1 回目は 23 歳の時






年目に第 1 子を妊娠し、妊娠 8 か月まで働き、31 歳で長男を出産する。育休を取り、
長男が 7 か月の時に職場に復帰する。その時、長男は区の保育園に預ける。学校勤務
は、朝 8 時半からで、保育園も同じ時間の為、夫が JB さんの母親のところに毎朝子ど
もを連れて行き、母親が保育園に連れて行ってくれた。保育園の運動会や父母会も仕








先生は 5 人採用で、150 人くらい来てたから。あんな激戦だったのにやめるの
ももったいないなって。 
 
そして、2 校目の教員生活も 8 年で、合わせて 12 年の教員生活を振り返り、次のよ
うに語った。 
 
JB：大変なこともいっぱいあったけど教員冥利っていうか。1 年か 2 年に 1 回くら
いじーんとくる。ああ、いい子たちだなって。こちらがじーんとくる温かい気
持ちになります。8 割、9 割は泣いていたんだけど（笑）。 
 













た様子が伝わる。スペイン滞在中に、次男を妊娠し 8 か月の安定期で帰国する。 



































































その友だちも帰国し、今は仙台に住むが、毎月 1 回は会うのが「楽しみ」である。 
ドイツでの JB さんの人間関係は息子が高校生になると一変する。 
次男が高校 1 年生になると、デュッセルドルフ日本人学校の中学部を卒業した日本










































































係性を構築していった JC さんの語りを見ていく。 
 
4.6.2 グラデーションのある生活―JC さん 
JC さん（40 代）は独立行政法人の貿易機構勤務の夫に伴い、2011 年に小学 5 年の息
子と小学 1 年の娘を帯同してデュッセルドルフに赴く。デュッセルドルフ駐在前には 2
回のウィーン駐在（計 4 年間）、ハンブルク駐在（2 年間）経験がある。 
JC さんは栃木出身で父親は公務員、母親は専業主婦で 2 歳下の弟と 3 歳下の妹が居

















                                                     






































































































8 年半、日本での生活に「どっぷり」使った JC さんは、次に海外赴任になった時、
「ぬるま湯のような日本の生活からも抜け出せるか」不安であった。そして、長女が幼



























































































現地で「充実した」生活を送る JC さんであるが、ドイツの生活も 3 年過ぎ、長男が
日本人学校の中学 2 年になると「さすがに（受験の）現実を見ないといけない」と考え、
デュッセルドルフにある日本人生徒向けの進学塾に行かせる。夫のデュッセルドルフで
                                                     







































































 I さんの場合は、駐在生活は 3 年から 5 年と言われ渡独したが、次のように語った。 
 
I：3 年から 5 年の赴任期間といわれて、そのつもりで来たら、景気が悪くて結果によ


































































































につながっているのかを見ていくにあたり、E さんと C さんの語りを検討する。 
 
4.8.1 自国の親を案じる気持ち―Ｅさん 
デュッセルドルフの生活が 7 年になる E さん（40 代）も、日本に居る親が気がかり

























































































































4.8.2 申し訳なく思う気持ち―C さん 
C さんは、デュッセルドルフに 2 回目の駐在で 8 年目になるが、C さんの父親は、C
さんの結婚後に亡くなり、母親が東京近郊にひとりで住んでいる。母親は難病があり、




































































第 5 章 デュッセルドルフ日本人エクスパトリエイト・コミュニティの特徴 
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A  30 代 2015 年 12 月 7 日 2006 年 子どもなし 
 
調査時 6 歳 3 歳 
長男；現地校 
次男：現地幼稚園 












C 50 代 2015 年 12 月 9 日 
2016 年 8 月 11 日 












D 40 代 2015 年 12 月 11 日 
2016 年 8 月 4 日 
2012 年 6 月 
（上海：2000-
2003 ワシント














F 40 代 2015 年 12月 17日 
2016 年 8 月 7 日 
2014 年 9 月 
（独身時留学・








G 30 代 2015 年 12 月 22 日 
2016 年 8 月 7 日 













H 30 代 2017 年 3 月 8 日 
2017 年 3 月 15 日 
2014 年 4 月 長男：8 歳 
次男：5 歳 
3 男：1 歳半 
長男：日本人学校 
次男・3 男：日本人幼稚園 






J 40 代 2017 年 3 月 14 日 2007 年 11 月 
（ハンブルク：
1999-2017） 
























































JB  60 代 2016 年 11 月 20
日 









ョ ナ ル ス ク ー ル
（ISD） 
 





ウ ィ ー ン ： 2000-
2002） 
長男：11 歳 




JD 50 代 2017年 2月 24日 
（JD/JE/JF 
グループ） 
2017 年 8 月 7 日 





JE  40 代 2017年 2月 24日 
（JD/JE/JF 
グループ） 
2017 年 12 月 20
日 




JF 40 代 2017年 2月 24日 
（JD/JE/JF 
グループ） 
2004 年-2010 年 長女：6 歳 
次女：5 歳 








表 3 日本人関連団体機関 
 年齢 インタビュー日時 概要 
N 
  
60 代 2016 年 8 月 3 日 デュッセルドルフ市内で日本人向けの公益法人の代
表93 
O 50 代 2016 年 8 月 4 日 N さん代表公益法人のスタッフ 
P 50 代 2016 年 8 月 6 日 デュッセルドルフ市内で小さな子どもを持つ日本人
親子をサポート・「ぶなの森」代表94・日本クラブの幼
児向けプログラム「ちびっこ集まぁれ！」専任講師 
Q 60 代 2017 年 3 月 7 日 デュッセルドルフ日本人学校事務局長 
R 60 代 2017 年 3 月 13 日 日本クラブのスタッフ 
S 40 代 2017 年 3 月 16 日 インターナショナルスクール（ISD）の日本語科専任
教師 
T 50 代 2017 年 3 月 16 日 インターナショナルスクール（ISD） 
の日本語科非常勤教師 




V 70 代 2017 年 12 月 27 日 市内日系不動産経営者 
W 60 代 2017 年 12 月 27 日 デュッセルドルフ大学現代日本研究所教授 
X 60 代 2017 年 12 月 28 日 市内日系不動産経営者 
Y 60 代 2018 年 1 月 4 日 デュッセルドルフ日本クラブ・日本商工会議所代表 
 
  
                                                     








https://watashi-de.jimdo.com/watashi とは/  （2018 年 8 月 15 日閲覧） 
94 「子育てサポート ぶなの森」は、託児、遊びのグループ、子育て相談、人形劇、ライ
アーコンサートを開催し、子育てをサポートしている。
https://www.facebook.com/kosodatebunanomori （2018 年 8 月 15 日閲覧） 
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表 4 ドイツ人（デュッセルドルフ市内在住） 
 年齢 インタビュー日時 概要 
MF 60 代 2016 年 8 月 9 日 ドイツ市民大学の外人向けドイツ語教師 





表 5 ドイツ永住日本人（ドイツ人と国際結婚） 
 年齢 インタビュー日時 概要 
Z 50 代 2018 年 5 月 2 日 1997 年からデュッセルドルフ在住 
 





























    
                             
